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シンガポールや香港を含むアジアのグローバル都

市との競争に苦戦してきた日本にとって、グローバ

ル人材の獲得は深刻な課題です。6,7 2021年に

日本経済新聞が実施した調査によると、外国

人が応募できる専門職の7割以上が日本人と

ほぼ同等レベルの日本語（日本語能力試験

N1）を条件としていたのに対して、実際にそのレ

ベルの資格を有している求職者は全体の4割弱

でした。8

グローバル感覚を持った人材の需要

国内における事業スピードが鈍化する中、多くの

日本企業にとって今後の成長機会は国外にあ

ると言えます。この成長機会を掴み、成功するた

めには、変化し続ける人材やスキルの要件に合

わせて経営や人事の戦略を見直すことが不可

欠です。人事戦略を見直す上では、「グローバル

感覚」を持った人材を獲得、活用、育成し、戦

略に合わせて組織文化も再編成する必要があ

ります。

グローバル感覚を持った人材とは、幅広い人材

層を指しており、特定の国の出身者や国籍に限

定されません。グローバルな課題に興味を持ち、

グローバルな環境で活躍するために必要な視点、

経験、能力を兼ね備えた人材を指します。グロー

バル感覚を持った人材の特徴は、文化的知性、

共感力、協調性、考え方の多様性に対する理

解や包容力など、異文化コミュニケーションにお

いて重要な役割を果たすソフトスキルを備えてい

ることです。尚、従業員の多様性を高めることは、

日本企業の機会損失

日本は長らく経済大国として認知されてきまし

たが、近年グローバルな舞台における競争力低

下の危機に瀕しています。過去25年間において、

Fortune 500にランクインしている日本企業の数

は64%減少し、2010年にはGDP世界第2位の

地位を中国に譲りました。1 さらに、高齢化社会

の進行や、新型コロナウィルスの流行、国内の

人材不足などが重なり、グローバル化による労

働力の多様化と拡大が日本企業にとってビジ

ネス上不可欠となっています。

多くの日本企業は、グローバルな経営課題の解

決に貢献できる人材の重要性を認識しています

が、これらの人材の獲得や活用、定着は次第

に困難になってきています。人材とスキルの不足

は世界中で課題であり、世界中の企業の70%

が、ITスキルとソフトスキルを兼ね備えた人材の

獲得に苦労しています。2 日本でも、企業の

80%がこのような人材の獲得に課題があると回

答しています。3

最新の Deloitte/FortuneによるCEOサーベイに

おいても、CEOが現在直面している最大の課題

が人材の不足であることが確認できています。

人材の不足にさらに拍車をかけるように、所謂

「大退職時代（グレート・レジグネーション）」の

影響も出始めており、日本の仕事への満足度

は世界最低クラスとなっています。4,5

これらの背景を踏まえ、グローバル人材の獲得

競争は熾烈を極めています。特に、これまで報

酬の競争力の低さ、柔軟性に欠ける職場環境、

日本語中心のコミュニケーションなどによって、

より質の高いアウトプット、イノベーションの増加、

より効果的な意思決定、チームの満足度の向

上、そして組織内の公平性を実現できることが

調査で示されています。9

グローバル感覚を持った人材がもたらす新たな機

会や希望に注目している日本企業もあります。

コロナ禍において、人材派遣会社パソナグループ

は、日本企業のデジタル人材不足を海外からリ

モートで働くITプロフェッショナルの採用などを通じ

て解消する支援ができるよう、経営戦略を見直

しました。10

今後日本への外国人の入国規制が緩和され

ることを見越して、LINE、楽天、メルカリなどの

企業は特に需要の高い分野のエンジニアを中

心に、優秀な外国人人材の採用を拡大する計

画を立てています。11日本政府もグローバル人材

獲得の必要性を認識しており、デジタル技術や

その他人材不足が深刻な分野で、今後5年間

にわたってアジアの高度人材5万人の採用を目

指しています。12

このようにグローバル人材の獲得に向けた一定の

進展は見られるものの、グローバル感覚を持った

プロフェッショナルの潜在能力を最大限に引き出

し、今後の日本企業の成長と競争力を支える

ために解決しなければならない課題は数多く存

在します。

「グローバル人材獲得

の難しさが、東京の経

済的競争力を低下さ

せている」

竹中平蔵

元経済財政政策担当大臣
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これまでの議論を通じて、グローバル感覚を持った人材の重要性

については、ご理解いただけたかと思います。しかし、多くの組織

にとって、実際にグローバル感覚を持った人材が活躍できるような

土壌を作るための明確なビジョンと戦略を立てることは決して簡

単なことではありません。以下の3つのアクションは、グローバル感

覚を持った人材を競争上の差別化戦略へと進化させるための

基本的なステップで、どんなステージの企業にも該当します。

グローバル感覚を持った

人材の可能性を最大限に

活用する方法
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人材のパフォーマンスを引き出すグローバル文化を構築するためには、多様な市場や文化の違いを理

解し、各地域への貢献や影響力を高めることのできるリーダーの存在が不可欠です。このようなリー

ダーには、文化的なニュアンスや複雑性の理解が求められます。グローバルリーダーは、各市場や文化

の特性や機会をグローバルビジョンの阻害要因としてではなく、むしろ成功要因としてとらえることがで

きます。グローバル化の波が日本市場に押し寄せる中、多様なバックグラウンドを持つ経営陣を据え

た企業は、競合と比べて好業績を収める可能性が36％以上高いことが示されています。13 グローバ

ル感覚を自社の組織でも取り入れるために、日本企業のリーダーは戦略的に行動する必要がありま

す 。そしてその根底には、グローバル感覚を持った人材の価値や可能性を引き出すためのエネルギー

や信頼、そして成功に対する自信が必要です。

武田薬品工業は、リーダーシップとタレントマネジメントを通じてグローバルビジョンを実現しようとしてい

る企業の一つとして挙げられます。クリストフ・ウェバーは、武田薬品の240年の歴史において、初めて

の外国人社長となりました。就任直後は少なからず批判もありましたが、ウェバーのグローバルな見通

しは事業の世界的な成長を牽引し、文化的に多様な経営チームの構築や、将来のグローバルリー

ダーの特定、育成、支援などをするための社内プログラムの開発などの成果につながりました。これら

の改革を通じて、世界中の顧客体験が改善され、同社に好業績をもたらしています。14

グローバルリーダーは、日本企業のグローバルビジョンを広げることもあります。カナダ出身のサラ・カサノ

バは、2014年に日本マクドナルドホールディングスのCEOに就任しました。カサノバの就任前、日本マク

ドナルドの売り上げは大幅に減少していましたが、カサノバはこれまでの日本での経験と、同社のビジ

ネスモデルやグローバルビジョン、企業文化への深い理解を武器に、組織の変革を主導しました。カサ

ノバは他の地域で得た学びを活かし、100以上の不採算店舗を閉鎖し、全国のチームにビジネス変

革の主導権を与えました。また、日本の顧客を引き付けるための独自の期間限定メニューなどを導入

しました。15 カサノバは、グローバルのベストプラクティスと、日本特有の嗜好や文化を取り入れ、3年足

らずで同社に150億円の記録的な利益をもたらしました。16

多様なリーダーを通じて

グローバルなビジョンを刺激する

レッスン 1

4

「武田の経営陣は、11の

国籍を持つメンバーで構

成されており、主に米国、

日本、スイスのチューリヒ

を拠点にしています。私

にとって、グローバル化と

いうのは、この状況から

考えます。自社の状況

を反映したグローバル

チームになっているか」

クリストフ・ウェバー

武田薬品工業社長兼CEO
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日本の職場環境の同質性は、意図せず特定の基準や考え方に合わせる同調圧力につながってしま

うことがあります。 実際に多くのグローバル人材が、日本固有の働き方やビジネス文化に馴染むことへ

のプレッシャーを感じており、場合によってこの圧力が組織や国を離れる要因になってしまうこともありま

す。17 グローバル人材の価値を最大限に活用するために、日本企業は人材の多様なスキル、考え方、

経験などを受け入れるためのインクルーシブな職場環境作りを目指す必要があります。

インクルーシブな組織とは、従業員一人一人の違いを認め、様々な考え方に適応できる組織です。

インクルーシブな組織は一人一人の潜在能力を引き出し、通常の組織と比べて6倍革新的で、財

務目標を達成または上回る可能性が2倍高い、という研究結果もあります。18 インクルーシブな組織

を作る上で、最初に取り組むべきステップは、すべての従業員に組織に参加する機会の平等を与え

ることです。19 多くのグローバル人材にとって、言語はしばしば組織への参加の阻害要因となり得ます。

英語を話す人口が全体の30％未満である日本において、その障壁は特に大きいと言えます。20

日本企業が次々と英語の社内公用語化を導入し、従業員同士のつながりやコラボレーション、エン

ゲージメントの向上に向けた「as one」のグローバル文化を推進しようと試みています。楽天グループは、

グローバル展開に奮闘していた10年以上前に 「Englishnization」（社内公用語英語化）を導入し

たことで有名です。 CEOの三木谷浩史は社内英語授業を開始し、わずか2年で従業員の90％以

上が必要な語学レベルに到達したことを発表しました。21 導入当初は物議をかもしていた本施策を

通じて、楽天はグローバルに事業を展開し、多様な人材を引き付けることができました。現在、東京

本社だけでも70か国以上から人材が集まっています。22

多くの日本企業にとって社内公用語の英語化は必ずしも最適解とは言えませんが、インクルーシブな

組織を構築する上では、一人一人の価値を尊重し、互いの違いを乗り越え、組織の一員として貢

献できることが重要です。まずは、日本語を母国語としないメンバーに対してAI翻訳を提供することや、

日本語レッスンを実施するなどが有効かもしれません。メルカリでは、言語の壁を取り除くことの重要

性を理解することにとどまらず、Global Operations Team (GOT)を設立し、グローバルで活躍する

チームに向けた通訳や翻訳サービスの提供を開始しました。23 GOTは設立以後も進化を続け、今で

はグローバル人材戦略実現支援の一環で、ダイバーシティ＆インクルージョン (D&I)や異文化交流施

策の実行を推進しています。24 GOTの進化からは、言語の壁を取り除くことと、より幅広いD&I施策

を結びつけることの重要性が確認できます。これらの取り組みは、多様なチームのエンゲージメントを強

化することによって、チームの繫栄と人材の流出防止に寄与しています。

「グローバル化しない企

業は未来の経済におい

て競争できなくなります。

グローバル化は選択では

なく、必要条件です。」

文化の壁を取り除くことにより、

インクルージョンやコラボレーションを

推進する環境を作る

レッスン 2

三木谷浩史, 楽天グループ
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従業員のやる気を引き出し、一人一人の個性を尊重するための施策の導入は重要ですが、従業

員が自身の発言権を実感することができなければ、真に効果的な施策にはなり得ません。そのため、

データと社内の声を拾う手段を駆使して、グローバル人材の要望や不安、ニーズ、将来のビジョン、課

題などを理解し、従業員の発言権を強めることがポイントとなります。このような意識を持つことは、

潜在的な組織のニーズの充足による経営戦略の実現や、パーパス、意義、影響力のある施策の実

行をする上でも重要です。

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社（以下DTC）は、国内外でグローバルな事業を展開する

クライアントをサポートするためのグローバル競争力強化と、日本のグローバル人材にとって魅力的な職

場となることを目指し、2020年にグローバル・タレント・イニシアティブ（GTI）を立ち上げました。GTIは

創設以来、傾聴とデータに基づき、メンバーの心境の把握・理解に取り組んでいます。本活動を通じ

て収集された知識やデータは、GTIの戦略や最優先課題の実現に向けたロードマップの推進に寄与し

ています。GTIのメンバーは、1対1でのチェックインやフォーカスグループ、各種イベント、オンライン調査や

パルスサーベイなどの様々な機会を通じて本活動に参画しています。このアプローチを通じて、GTIは大

きく考え、小さく始め、早く行動し、常にメンバーのニーズに合わせて進化してきました。 そしてそれ以上

に、本取り組みはメンバーがより大きなミッションに貢献する機会を提供する役割を果たしています。

進化する人材と事業のニーズに

耳を傾け、適応し、習慣化する

レッスン 3

ケース分析: デロイト トーマツ コンサルティング合同会社におけるグローバル・タレント・イニシアチブ – インクルージョンから、帰属意識へ

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社（以下DTC）では、一時期一部のバイリンガル人材や海外で勤務経験のある人材が、十分に活躍

できていない、あるいは居場所がないと感じてしまうケースがありました。この問題に対処すべく、グローバルに活躍するパートナーやプロフェッショナル

が集まり、草の根レベルで「グローバル・タレント・イニシアチブ（GTI）」を立ち上げました。本取り組みの意義はすぐに認められ、経営陣の支持を

得ることができました。GTIは、DTCのグローバル競争力を高めることで、従業員にとってもクライアントにとってもメリットをもたらすことを目指していま

す。GTIの主な取り組みの1つは、グローバルな機会、経験、ベストプラクティスなどが共有できるコミュニティ作りです。本取り組みは、インクルージョ

ン、データドリブン、そしてアジャイルの3つの原則によって支えられています。この3つの原則のもと、GTIでは、メンバーが深いつながりを持ち、自分た

ちが真に組織の一員であるという実感が得られるような魅力的なプラットフォームへと進化しています。GTIへの参加は、オンラインコミュニティや定

例会議、各種イベントなどを通じて可能です。もともと新型コロナウィルスが流行し始めた頃に発足したため、当初イベントのほとんどは、一方通

行のオンライン講義とブレイクアウトセッションの組合せでした。データドリブンの精神に基づき、より小規模での交流機会を求めるGTIのメンバーから

のフィードバックを受け、これらの大規模イベントは、今ではポッドと呼ばれるグループ（5～6人のメンバー）や、定期的な1対1のパートナー面談に

よって補われています。GTIの成功は、実際にメンバーから寄せられたコメントからも見て取れます。最近実施されたサーベイでは、以下のような声が

挙がりました。

“
「GTIのいいところは、グローバルなプロ

ジェクトへのアクセスです。グローバル

な機会に触れ、同じ志を持つ仲間と

つながれる場所があることは心強い

です」

“ “
「GTIは、デロイトのすべての努力の積

み重ねを象徴するハブです。（特に

コロナ禍において）仲間と出会うこと

が難しくなった中、GTIは人と人を繋

ぐ糸となっています」

「GTIの一員となった最初の1年を振

り返ると、改めてこのコミュニティに参

加できて本当に良かったと思います」
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人材獲得競争が激化する中、組織には事業戦略の見直しや、

人材の獲得、活用、育成の強化に向けた人材像の再構築が

求められています。私たちは今、事業戦略・人材戦略・組織戦

略のすべてにおいて、大胆な目標を設定することが不可欠な、

重要な局面に立っています。日本企業にとって、グローバル人材

戦略を組織の差別化要因として組織戦略の中核に据えること

は、重要かつ魅力的な機会と可能性をもたらします。

未来への展望
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